
返済はしているけれど、
いつまでたっても
借入残高が減らない。

銀行借入が多いので
息子が家業を継ごうと
しない。困っている。

毎月の借入返済が多く、
会社にお金が残らない

のが不安だ。

毎月の資金繰りに苦労している中小企業のために、

国の支援事業が実施されています。

認定支援機関による経営改善支援制度のご案内

以下のようなケースに当てはまる企業の方は
ぜひ認定支援機関（税理士・税理士法人等）にお問い合わせください。

※認定支援機関とは
（中小企業経営力強化支援法に基づく「財務局・経済産業局認定 経営革新等支援機関」）

　2012年8月に「中小企業経営力強化支援法」が施行され、中小企業に対して専門性の高
い支援事業を行う経営革新等支援機関を認定する制度が創設されました。この法律に基
づいて財務局・経済産業局から約2万件が経営革新等支援機関に認定され、その約85％を
税理士・税理士法人・公認会計士が占めています。
　このような認定を受けた税理士・税理士法人等を「認定支援機関」と呼んでいます。
　まずは、貴社の顧問税理士にご確認ください。

※



よし、
決めた！

会社を存続させるために
最も大切なことは、経営改善のための
行動計画（アクションプラン）を
着実に実行し、成果を出し、
計画目標を達成することです。

6つのステップ でご支援します。

経営改善支援のお申込みステップ ❶ ステップ ❹

ステップ ❺

ステップ ❻

ステップ ❷

ステップ ❸

○ 資金繰りを見直す絶好のチャンスです。
今すぐご相談ください！
　企業と金融機関との間に、認定支援機関が入るこ
とにより、新たな金融支援を受けるチャンスが生ま
れます。ぜひこの機会に、当支援事業をご活用くだ
さい。

「TKC継続MASシステム」による経営改善計画策定

○メインバンクとともに資金調達に有利な
経営改善計画の策定を支援します。
　ステップ４では、「ＴＫＣ継続ＭＡＳシステム」を活用して経営改善計画の策定をご支援します。事
業概況の把握、業績および財産等の推移の確認、問題点の分析とその改善策の検討等を経て、メイン
バンク同席のもとで実現可能性の高い経営改善計画の策定をご支援します。

経営改善支援センターへの「経営改善計画書」等の提出

○ 各金融機関との調整を行い、
必要書類の提出を行います。
　ステップ５では、作成した経営改善計画書をもと
に関連金融機関との調整（バンクミーティング等）
を行った上で経営改善計画に係る書類を認定支援機
関が作成し、経営改善支援センターへ提出します。

金融支援の実行と業績モニタリングの開始

○ 経営改善計画策定後の
フォローアップをいたします。
　ステップ６では、メインバンクによる金融支援の
実行後に、認定支援機関が、計画の実現可能性を高
めるために、業績のモニタリング（定期的な進捗管
理）を行います。
　たとえば、計画策定後少なくとも4半期に一度は
経営者と幹部が集まり、計画の達成状況を確認し、
「業績報告書」を作成するとともに、計画が未達成の
場合には行動計画の見直しを行ったり、新たな打ち
手を対策案に盛り込みます。

メインバンクへの説明と協力依頼

○まず､メインバンクへ出向き､
協力を求めます。
　金融機関にはいろいろな手続きがあるため、事前
に出向いて説明し、協力が得られるようにしておく
ことが必要です。
　そのためステップ２では、貴社からメインバンク
へアポイントをとっていただき、認定支援機関が同
行して、金融支援を得るための事前協議を行います。
　同意が得られたら、認定支援機関と連名で経営改
善支援センターに「経営改善支援センター事業利用
申請書」を提出し、審査を受けることになります。

経営改善支援センターへの相談と「利用申請書」の提出

○申請手続きは認定支援機関にお任せください。
　ステップ３では利用申請手続きを行います。代表認定支援機関が、貴社とメインバンク等との連名
で、「経営改善支援センター事業利用申請書」を経営改善支援センターに提出します。

※ここでは、一例として認定支援機関がTKC会員税理士であるケースを取り上げています。

金融機関への説明、申請に必要な手続きについては、TKC全国会会員の認定支援機関が
次の6つのステップで全面的にご支援いたします。

最大のポイントは？
1.
2.

経営改善計画を策定し、審査に通ると金融機関から各種の
金融支援（借入条件変更・借換・借入金一本化・新規融資等）を受けられます。

若干の費用が必要ですが、認定支援機関が支援することにより、
国から２／３の補助金（上限200万円）が受けられます。

こうした国の支援事業が行われることは過去になく、今後も少ないと思われます。
この制度を活用して、資金の余裕を生み出し、貴社の次の発展への第一歩を踏み出されてはいかがでしょうか。
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《　計数計画　》

３年前 ２年前 前期実績 計画１年目 計画２年目 計画３年目 計画４年目 計画５年目
24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期 29年3月期 30年3月期 31年3月期

税引前利益 3,692 3,196 3,051 3,001 6,117 8,278 11,072 11,490
減価償却費 2,769 2,659 7,606 9,475 9,010 8,660 8,396 8,199
長期前払費用償却 ▲ 870 ▲ 818 ▲ 3,728 210 485 493 412 400
固定資産売却損 - - - - - - - -
保険解約損 - - - - - - - -
売上債権増減額 14,816 ▲ 945 ▲ 13,130 - ▲ 509 ▲ 333 ▲ 484 -
たな卸資産増減 ▲ 224 ▲ 186 ▲ 1,047 - - - - -
未収入金増減 ▲ 42 42 - - - - - -
未収税金増減 ▲ 867 867 - - - - - -
貸倒引当金増減 ▲ 115 11 103 - - - - -
その他流動資産増減 ▲ 527 30 ▲ 3 - - - - -
仕入債務増減 ▲ 7,962 1,048 976 - 275 179 260 -
賞与引当金増減 - - - - - - - -
未払金増減 4,102 ▲ 3,180 158 - - - - -
未払費用増減 633 ▲ 444 19 - - - - -
預り金増減 62 65 338 - - - - -
未払消費税等増減 ▲ 265 154 ▲ 792 - - - - -
退職給付引当金増減 - - - - - - - -
法人税等支払額 ▲ 3,144 1,274 ▲ 1,701 942 ▲ 1,783 ▲ 2,641 ▲ 3,543 ▲ 3,977
その他 - - - - - - - -

12,059 3,773 ▲ 8,150 13,628 13,595 14,636 16,113 16,112
有形固定資産増減 ▲ 513 ▲ 1,715 ▲ 47,050 ▲ 653 ▲ 1,153 ▲ 704 ▲ 1,438 ▲ 1,398
その他 - - ▲ 42 2 6 6 5 5
保証金増減 - - - - - - - -
保険積立金増減 - - - - - - - -
長期貸付金増減 - - - - - - - -
その他 ▲ 359 ▲ 553 ▲ 162 35 80 81 68 66

▲ 872 ▲ 2,268 ▲ 47,254 ▲ 616 ▲ 1,067 ▲ 617 ▲ 1,365 ▲ 1,327
短期借入金増減 ▲ 622 ▲ 148 8,723 1,992 - - ▲ 875 ▲ 1,653
長期借入金増減 ▲ 10,095 ▲ 3,462 59,159 ▲ 4,868 ▲ 14,868 ▲ 14,868 ▲ 13,993 ▲ 12,340
その他 - - - - - - - -

▲ 10,717 ▲ 3,610 67,882 ▲ 2,876 ▲ 14,868 ▲ 14,868 ▲ 14,868 ▲ 13,993
▲ 798 1,979 10,138 14,517 735 1,395 1,053 1,959
3,418 2,623 4,602 14,740 29,257 29,992 31,387 32,440
2,623 4,602 14,740 29,257 29,992 31,387 32,440 34,399

11,187 1,505 ▲ 55,404 13,012 12,528 14,019 14,748 14,785
- - - - - - - -

割合 0%

投資活動によるＣＦ②

財務活動によるＣＦ③
現金預金増減

現金預金期末残高

ＦＣＦ(注)

営業活動によるＣＦ①

（単位：千円）
キャッシュ・フロー計算書

ＦＣＦ①＋②

(注)毎期のＦＣＦに、一定の割合を乗じて弁済額を計算しています。

現金預金期首残高
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《　実施計画(アクションプラン)及びモニタリング計画　》
事業再生計画に関する具体的施策の効果(アクションプランに関する定量的な落とし込み) (単位：千円)

２年前 前期実績 計画１年目 計画２年目 計画３年目 計画４年目 計画５年目

25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期 29年3月期 30年3月期 31年3月期

【販売体制強化】 社長

　地元高級スーパーにおける 平成27年4月 営業部長 売上高 144,986 172,533 172,533 174,948 176,523 178,818 178,818
　飲食販売の取り組み - 2,415 1,575 2,295 -
【経費削減】

　役員報酬減額 平成26年4月 管理部長 役員報酬 8,413 8,886 7,886 7,886 7,886 7,886 7,886
▲ 1,000

　保険契約見直し 平成26年4月 管理部長 保険料 2,511 2,558 1,783 1,783 1,783 1,783 1,783
▲ 775 - - - -

　発送費削減 平成26年4月 管理部長 発送配達費 6,187 7,948 6,700 6,700 6,700 6,700 6,700
　（業者再選定） ▲ 1,248 - - - -

モニタリング計画

月次

３か月に１度

決算期 ・取引金融機関様に計画と実績の比較分析、アクションプランの進捗状況を報告します。

・取引金融機関様に決算書を送付します。

・メイン行様に計画と実績の比較分析、アクションプランの進捗状況を報告します。

実施時期 科目主担当者経営改善計画の具体的な内容

頻　　度 内　　容

・取引金融機関様に残高試算表を送付します(当月分を翌々月初に送付します。

1

2

3

4

5

6

7

1

2

3
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《　計数計画概要・具体的施策　》
数値計画の概要

３年前 ２年前 前期実績 計画１年目 計画２年目 計画３年目 計画４年目 計画５年目

24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期 29年3月期 30年3月期 31年3月期

売上高 143,550 144,986 172,533 172,533 174,948 176,523 178,818 178,818
営業利益 4,142 4,733 4,684 4,739 7,619 9,544 12,103 12,300
経常利益 3,602 3,218 2,922 3,001 6,117 8,278 11,072 11,490
当期利益 2,363 2,046 1,953 1,921 3,915 5,298 7,087 7,354
減価償却費 1,899 1,841 3,878 9,685 9,495 9,153 8,808 8,599
引当金増減 ▲ 115 11 103 - - - - -
ＣＦ（当期利益＋減価償却費＋引当金増減）Ａ 4,147 3,898 5,934 11,606 13,410 14,451 15,895 15,953
金融機関債務残高 54,862 51,252 119,134 116,258 101,390 86,522 71,654 57,661
資本性借入金 - - - - - - - -
現預金残高 2,623 4,602 14,740 29,257 29,992 31,387 32,440 34,399
運転資金相当額 7,957 8,040 21,241 21,241 21,475 21,629 21,853 21,853
差引要償還債務残高　Ｂ 44,282 38,610 83,153 65,760 49,923 33,506 17,361 1,409
ＣＦ比率　Ｂ÷Ａ 10.7 9.9 14.0 5.7 3.7 2.3 1.1 0.1
帳簿純資産額 39,474 43,537 44,522 50,689 57,541 64,946 73,072 81,456
実質純資産額 39,474 43,537 44,522 50,689 57,541 64,946 73,072 81,456
中小企業特性反映後実質純資産額 39,474 43,537 44,522 50,689 57,541 64,946 73,072 81,456

経営改善計画に関する表明事項

項 目

ＴＫＣ食品株式会社
代表取締役社長

田中　一郎

Ａ銀行

本計画書に記載されている施策は、認定支援機関の堤敬士税理士並びに、Ａ銀行殿と十分に話し合ったうえで私自身が主体ととなって立案したものであり、
責任を持って取り組んでいく所存でございます。

当行は、本計画が当社の当面の課題を踏まえた実行性のある計画であると理解し、メイン金融機関として、それが実現されるよう、しっかりサポートしてい
く所存である。
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《　資金実績表　》
平成26年3月期 (前期実績) (単位：千円)

H25/4 H25/5 H25/6 H25/7 H25/8 H25/9 H25/10 H25/11 H25/12 H26/1 H26/2 H26/3
現金回収 11,344 11,300 11,000 11,313 12,300 10,000 13,300 11,500 10,000 11,100 11,000 12,000
その他 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
経常収入 11,352 11,308 11,008 11,321 12,308 10,008 13,308 11,508 10,008 11,108 11,008 12,008
仕入代金支払高 2,692 1,984 2,451 2,522 3,503 2,675 2,937 2,817 2,501 2,535 2,752 2,261
人件費支払 3,280 3,280 3,280 3,280 3,280 3,280 3,280 2,280 3,280 3,280 3,280 3,280
諸経費支払 2,240 2,240 2,240 2,330 2,200 2,200 2,240 2,500 2,400 2,500 2,555 2,450
その他 810 720 880 620 700 730 760 820 840 800 600 700
経常支出 9,022 8,224 8,851 8,752 9,683 8,885 9,217 8,417 9,021 9,115 9,187 8,691
経常収支 2,330 3,084 2,157 2,569 2,625 1,123 4,091 3,091 987 1,993 1,821 3,317
借入金調達 10,000 - - - - - - - - - - -
借入金返済 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500
設備投資 - - 36,000 - - - - - - - - -
保険積立金収支差 - - - - - - - - - - - -
その他支払 595 - - - - - - - - - - -
経常外収益 5,905 ▲ 3,500 ▲ 39,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500 ▲ 3,500
月末資金有高 62,382 61,966 24,623 23,692 22,817 20,440 21,031 20,622 18,109 16,602 14,923 14,740

１.
項 目
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《　企業集団の状況　》

なし

その他関係者

業種 ：調味料(わさび)製造業

資本金 ：１０百万円

売上高 ：１７３百万円(H26/3期実績)
役員 ：代表取締役 田中一郎

専務取締役 田中次郎

取締役 田中洋一（後継者）
監査役 鈴木健一

従業員 ：正社員１０名、パート２名
本社・工場：駐車場の一部は賃貸(年１百万円未満)

当社

なし

関係会社

融資：119百万円

株主

社長

田中一郎

60歳

社長長男
田中洋一
30歳

社長妻
田中花子
58歳

社長弟
田中次郎
58歳

出資:40% 出資:30% 出資:20% 出資:10%

金融機関

Ａ銀行

残高：70百万円

うち、一年以内長期借入

金：6.2百万円

根柢当権設定、借用保証協

会保証付き、社長が連帯保

証

Ｂ信用金庫

残高：30百万円

うち、一年以内長期借入

金：4.2百万円

信用保証協会付き、社長が

連帯保証

金融公庫

残高：18百万円
うち、一年以内長期借入
金：2.4百万円
社長と長男が連帯保証
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《　ビジネスモデルの概況　》

主要取引先別売上高推移表 (単位千円)

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

その他

合計 143,550 144,986 172,533 100.0 153,690 100.0

57,420 57,995 69,013 40.0 61,476 40.0

19,092 19,283 22,947 13.3 20,441 13.3

28,710 28,997 34,507 20.0 30,738 20.0

38,328 38,711 46,066 26.7 41,035 26.7

H24/3 H25/3 H26/3 構成比 Average 構成比

仕入先

甲社

乙社

年間仕入額：2百万
西洋わさび仕入先

年間仕入額：3百万
本わさび仕入先

外注先

丙社

年間外注費：1万円

ラベル貼りなど一

部の作業のみ外注

販売先

Ａ社(商社)

Ｂ社(スーパー)

年間販売額:46百万。

主に業務用粉わさび

を販売。原料高騰で

徐々に採算が悪化。

年間販売額:35百万。

主として｢本格わさ

び｣チューブを販売、

OEM生産

Ｃ社(商社)

年間販売額:35百万。

粉わさび・練りわさ

び共に販売。

その他

年間販売額:69百万。

スーパー・商社向け

自社企画商品・OEM

商品を販売。高級

当社

【仕入】
品質にこだわり
があり、良質な
原料を安く仕入
れ可能

【加工】
自社工場で、洗
い・裁断・粉末
加工・練り・詰
めの一貫生産

【販売】
社長のみが営業
基本待ちの営業

【業務フロー】

形態 ：ＢtoＢビジネス、自社工場生産

業歴 ：３７年
売上形態：受注生産(OEM生産を含む)主体、見込生産は20%未満。
特徴 ：西洋わさびを原料とする粉わさび(業務用)は、低価

格、短納期で対応。地元産の本わさびを原料とする
練りわさびは、チューブ入りを高級スーパーに、小
分けパックを弁当店等に販売。

業種
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《　債務者概況表　》

金融機関名 24年3月(実績) シェア 25年3月(実績) シェア 26年3月(実績) シェア 保全額

Ａ銀行 44 80.0% 41 82.0% 70 59.3% 0
Ｂ信用金庫 4 7.3% 3 6.0% 30 25.4% 0

年 商 金融公庫 7 12.7% 6 12.0% 18 15.3% 0
年 齢 　 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

関係 役職 　 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
本人 社長 　 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
弟 専務 　 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
妻 取締役 　 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
長男 監査役 　 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
　 　 　 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0
　 　 　 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0

　 合計 55 100.0% 50 100.0% 118 100.0% 0

決算 修正 実質

15 0 15
36 0 36
4 0 4

0 0 0
55 0 55
72 0 72
62 0 62

▲ 13 0 ▲ 13
121 0 121

0 0 0
0 0 0
0 0 0

12 0 12
12 0 12

133 0 133
189 0 189

24年3月(実績) 25年3月(実績) 26年3月(実績)

144 145 173
4 5 5
4 3 3
2 2 2
2 2 4

39 44 45
0 0 0

39 44 45
0 0 0 7 百万円

39 44 45 年

55 51 119 18 年

収益弁済原資

実質自己資本

減価償却

決算上自己資本

平成26年3月期実質B/Sに基づく推定

修正

債務超過解消年数

借入金(金融機関) 債務償還年数

営業利益

経常利益

当期利益

③
業
績
推
移
等

【分析結果】

⑥経営改善計画策定方針
(単位：百万円） ・回復傾向にある売上の維持。

・経費削減(役員報酬・従業員賞与・保険料・発送配達費等の手の付け
　られるものから取組み)。
・Ａ銀行からの新規融資(運転資金10百万)による資金繰りの安定。

売上高

②
財
務
内
容
及
び
問
題
点

固定資産計 自己資本 45 0 45
資産合計 負債・資本合計 189 0 189

その他 その他 35 0 35
投資等 　 0 0 0

修正 実質

投資有価証券 資本金 10 0 10

(2) 問題点
無形固定資産 負債合計 144 0 144 ①待ちの営業、社長以下良いものを作れば売れる(買ってもらえる)と

　考えており、自ら商品の良さを売り込む姿勢に欠ける。
②高コスト体質の温存、従業員の高齢化も進んでおり、労務費・人件
　費が高止まっている。
③収益面で工場増設の効果が十分に得られず、利益償還ができていな
　いため、資金繰り安定のために、「①リスケジュール」「②新規融
　資」等で資金繰りの安定を図る必要がある。

会員権 資本の部 決算

その他 　 0 0 0
有形固定資産 固定負債計 107 0 107

土地 その他 1 0 1
建物(付属含む) 　 0 0 0

その他 流動負債計 37 0 37
流動資産計 長期借入金 106 0 106

0 13
棚卸資産 その他 4 0 4

(1) 現　況
現預金 支払債務 20 0 20 ①東日本大震災による売上減少の状況から震災以前の売上高水準に回復。

②受注増への対応と、省力化設備の導入を企画し工場を増築。
③原材料価格が長期的な上昇傾向。
④低品質・低価格の中国産本わさび商品が市場に出回り始めた。

売上債権 短期借入金 13

平成26年3月期 単位：百万円 主要項目コメント及び問題点 ⑤現状と課題認識
資産の部 負債の部 決算 修正 実質  

　 　 　

計 5000 　

田中　洋一 500 鈴木　健一

　 　 　

昭和52年 1月　○○県××市にて創業、本わさびチューブの製造を開始
平成 8年12月　○○県△△市に工場設立、西洋わさびと粉わさびを製造するライン
　　　　　　　を設置し、取り扱い商品を拡充
平成25年 9月　工場を増築し、本わさびの製造ラインを構築した生産量の増加を企
画

田中　一郎 2000 田中　一郎

田中　次郎 1500 田中　次郎

田中　花子 1000 田中　洋一

0 0.0% 0 0.0% 0
事業内容・沿革

株
主
構
成

名前 株数

役
員
構
成

　 ⑤ 　 　 0
④
銀
行
取
引
状
況

百万円

名前

Ａ銀行 ② Ｂ信用金庫 ③ 金融公庫 ④

(事業内容) 食品加工（わさび製造業） 代 表 者 田中　一郎 60 歳①
対
象
先
・
概
要

事 業 者

資 本 金 10百万円 主要金融機関

連 絡 先 ○○○－○○○－○○○○ 住 所

業 種 その他の調味料製造業

①

ＴＫＣ食品　株式会社

○○県××市

設立年月日 昭和52年1月25日 173

0.0%従業員数 12名

(中小企業特性反映後ベース)

(借入金÷収益弁済原資＝債務償還年数)

中小企業特性

特性反映後実質自己資本

震災前の売上水準に回復
工場増築（設備投資）に伴う長期借入金の増加
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